
　○平成30年度決算について，『統一的な基準』に基づき財務書類を作成。　
　○現金の収支状況のほか，資産の形成状況なども含めた本市の財務状況を一体的に把握。

※一般会計等：一般会計，母子父子寡婦福祉資金貸付，公債管理事業会計の合算

※全体　　　：一般会計等に，特別会計と企業会計を合算 ※連結（全体に，一部事務組合等の団体を合算）は作成中

（単位：億円）

２．行政コスト計算書及び純資産変動計算書 ３．資金収支計算書

（単位：億円） （単位：億円）

１　経常費用　計 （1）業務活動収支

①人件費 ①業務支出

②物件費 ②業務収入

③その他業務費用 ③臨時支出

④移転費用 ④臨時収入

２　経常収益　計 （2）投資活動収支

①使用料及び手数料 ①投資活動支出

②その他 ②投資活動収入

３　純経常行政コスト（1-2） （3）財務活動収支

４　臨時損失（災害復旧事業費等） ①財務活動支出

５　臨時利益（資産売却益等） ②財務活動収入

６　純行政コスト（3+4-5） １　当期資金収支(1)+(2)+(3)

７　財源 ２　期首資金残高

税収等（市税・交付税等） ３　期末現金預金残高（1+2）

国県等補助金

８　本年度差額（7-6） 前年度末残高

9　その他 本年度増減額

10 本年度純資産変動額（8+9） 本年度末残高

11 前年度末純資産額 本年度末現金預金残高

12 本年度末純資産額（10+11）

端数処理の関係で合計が一致しない場合がある

新潟市　財務書類　【平成30年度　統一的な基準】

１．貸借対照表

資産の部 負債の部

項目
一般会計等 全体

項目
一般会計等 全体

金額 比率

１　固定資産 12,498 99% 20,053 97% １　固定負債 6,686 53%

金額 比率 金額 比率 金額 比率

12,680 61%

①有形固定資産 12,020 95% 19,474 94% ①地方債 5,895 46% 9,607 46%

ⅰ事業用資産 5,266 42% 5,548 27% ②長期未払金

　減価償却累計額 △ 4,737 △ 4,914 ③引当金 783 6% 858 4%

11%

　減価償却累計額 △ 3,176 △ 5,775 ２　流動負債 542 4% 999 5%

ⅱインフラ資産 6,691 53% 13,296 64% ④その他 8 0% 2,214

②無形固定資産 3 0% 204 1% 1%

③投資その他資産 475 4% 375 2% ③引当金

ⅲ物品 62 0% 630 3%

　減価償却累計額 △ 87 △ 922

55 0% 66

①1年以内償還予定地
方債

477 4% 742 4%

②未払金・未払費用 1 0% 167

0%

純資産の部

0%

①現金預金 70 1% 382 2% 負債の部合計 7,228 57%

２　流動資産 185 1% 632 3% ④その他 9 0% 23

5,456 43% 7,005 34%

資産の部合計 12,683 100% 20,685 100% 負債・純資産の部合計

③その他 18 0% 122 1% 純資産の部合計

13,679 66%

②基金 97 1% 128 1%

12,683 100% 20,685 100%

240

913 28% 1,079 21% 3,040 4,706

比率

3,320 100% 5,256 100% 1

項目
一般会計等 全体

項目 一般会計等 全体
金額 比率 金額

1,062 32% 1,550 30% 3,042 4,953

58

1,288 39% 2,462 47% 0 4

2% 166 3% 2 10

92 73% 559 90% 264 542

126 100% 620 100% △ 95 △ 317

3,194 - 4,636 - 122 102

34 27% 61 10% 170 224

5 - 9 - 739 970

3 - 16 - 616 868

62 374

2,996 100% 4,475 100% 33 350

3,193 - 4,643 - 29 24

806 27% 1,692 38%

△ 197 - △ 168 -

2,190 73% 2,783 62%

- △ 148 - 9 9

5,641 - 7,153 - 70

歳計外
現金

9 9

11 - 20 - 0 0

△ 185

382

5,456 - 7,005 -

【固定資産】

事業のために所有し

ている資産など

＜主な項目＞

・市営住宅，学校な

ど市民生活に密着し

た資産である「事業

用資産」

・道路，公園などま

ちづくりの基盤とな

る資産である「イン

フラ資産」

【流動資産】

1年以内に現金化し

うる資産

＜主な項目＞

・「現金預金」

・予期しない経費の

支出などに備える

「基金」

【固定負債】

流動資産以外の負債

＜主な項目＞

・令和元年度以降に返

済する市債である「地

方債」

【流動負債】

1年以内に支払うべき

負債

＜主な項目＞

・令和元年度中に返済

する市債である「地方

債」

【純資産】

資産の総額から負債の

総額を差し引いた正味

の財産

【経常費用】

日常の行政サービスにかか

るコスト

＜主な項目＞

・人件費：職員の給与など

・物件費：施設の運営や補

修費用，減価償却費など

・移転支出：補助金や負担

金，扶助費など

【経常収益】

日常の行政サービス実施の財

源となる収益

＜主な項目＞

・「使用料及び手数料」

【純行政コスト】

受益者負担等以外で納税者が

負担する経常的な行政コスト

【業務活動収支】

行政サービスの提供に

係る収支

・支出：人件費，物件

費，社会保障給付費等

・収入：税収等，国県

等補助金，使用料手数

料等

【投資活動収支】

固定資産等の形成に係

る収支

・支出：公共施設等整

備，基金積立金支出等

・収入：国県等補助金，

基金取崩収入等

【財務活動収支】

地方債の発行，償還に

係る収支

・支出：地方債償還支

出等

・収入：地方債発行収

入等

貸借対照表は，市が保有する財産の状況（資産，負債及び純資産の残高）を示したもの。

現在までの世代が負担した「純資産」及び将来の世代が負担する「負債」を財源として，現在の世代が保有する「資産」（行政

サービス提供能力など）が形成されている。

行政コスト計算書（項目１～６）は，資産形成以外の行政サー

ビスに係る費用と，その行政サービスの直接の対価として得られ

た収入の状況を示したもの。

純資産変動計算書（項目６～１２）は，純行政コストと財源等

との差から，純資産の一年間の変動を示したもの。

資金収支計算書は，行政活動に伴う現金等の資金の流れを

性質の異なる三つの活動区分に分けて示したもの。

資金が期首残高から期末残高へと増減した原因が明らかに

なる。

概要版
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指標を用いた財務書類の分析

　平成30年度は投資活動支出の減などにより，
建設事業債の残高が減少したが，臨時財政対策債
の発行により，「市民1人あたり負債額」は増加
している。
　「基礎的財政収支」は依然としてマイナスでは
あるものの，投資活動支出に加え業務活動支出も
減少したため，良化した。

　資産における土地資産額が他都市と比べ低いこ
とから，「純資産比率」は低くなっている。
　他都市に比べ新規施設が多いことから，「社会
資本等形成の世代間負担比率」は高くなってい
る。

　「市民1人あたり資産額」は政令市平均よりも
低くなっているが，非償却資産（土地など）を除
いた償却資産（建物など）は高くなっている（政
令市１位）
　また，「有形固定資産減価償却率」が政令市平
均と比べ低くなっている。新規施設の整備を進め
たこともあり，公共施設等の保有面積が大きく
なっている。

　1人あたりの経常費用（人件費や物件費など）
が高い一方で，1人あたりの経常収益（使用料・
手数料など）が低いため，「受益者負担の割合」
が他都市と比べ低い傾向にある。

　平成30年度は除雪経費や退職手当引当金の減
により，「市民1人あたり行政コスト」は減少し
ている。
　他都市と比べると，1人あたりの人件費や建物
などの減価償却費が高い。

市民1人あたり負債額 897千円 912千円 ＋15千円 884千円

市民1人あたり資産額 1,605千円 1,600千円 △5千円 2,407千円

分析指標

社会資本等形成の
世代間負担比率

34.0% 33.8% △0.2% 25.8%

有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）

54.2% 55.8% ＋1.6% 62.0%

平成29年度

新潟市
指標の分析

政令市平均

平成29年度 平成30年度

6.4%

市民1人あたり行政コスト 444千円 403千円 △41千円 420千円

前年度比増減

63.3%

自
律
性

資
産
形
成
度

世
代
間
公
平
性

持
続
可
能
性

効
率
性

統一的な基準における
基礎的財政収支

△259億円 △52億円 ＋207億円

純資産比率 44.1% 43.0% △1.1%

受益者負担の割合 3.4% 3.8% ＋0.4%

指標分析の総括

・本市のように政令市の中で財政力指数が低い場合，歳入総額に占める臨時財政対策債の割合が高くなるため，

固定負債が増加し，「1人あたり負債額」が高く，「純資産比率」が低くなる傾向にある。

・「社会資本等形成の世代間負担比率」が比較的高く，「有形固定資産減価償却率」が増加傾向であることから，

ファシリティマネジメントの考え方に基づいた公共施設の最適化を進めるとともに，投資的経費の厳正な選択に

努める。

・除雪経費などの影響はあるものの，「市民1人あたり行政コスト」が高い一方で，「受益者負担の割合」が低い

ことから，市民ニーズに的確かつ柔軟にできるよう，集中改革プランによる事務事業の見直しや受益者負担の

適正化など，コスト意識を持ち，財源確保に取り組む必要がある。

2


